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１ 医師偏在対策について（要約）令和６年12月18日 厚生労働省
医師偏在対策に関するとりまとめ
新たな地域医療構想等に関する検討会より

〇 医師偏在対策は、職業選択の自由に基づいた医師の自由な選択に委ねる考え方が中心
だったが、人口構造変化と医師不足による地域・診療科間の不均衡が深刻化している。 今後
は、総数確保から適切な配置へと重点を移し、将来にわたり地域に必要な医療提供体制を確
保する必要がある。

〇 以下の３つの観点から実効性のある医師偏在対策を進めるべき。
１ 総合的な対策の実施
医師の価値観、意向、地域の実情を踏まえ、医師確保計画、経済的インセンティブ、地域

医療機関の支え合い、医師養成過程を通じた取組を組み合わせる。
２ 全世代の医師へのアプローチ

若手だけでなく、中堅・シニア世代を含む全ての世代へのアプローチが必要。医師の価値
観、キャリアパス、勤務・生活環境、柔軟な働き方を考慮する。
３ 従来のへき地対策を超えた取組
人口規模、地理的条件、人口動態等を踏まえ、医師偏在指標に加え、可住地面積あたりの

医師数、アクセス状況、高齢化状況等を考慮し、支援が必要な地域を明確化して対策を進め
る。

１

〇 人口減少が進む中で、国民皆保険の維持と地域医療機能の確保が重要であり、国、地方
自治体、医療関係者、保険者等が協働して医師偏在対策に取り組む必要がある。

医師偏在の是正に向けた総合的なパッケージへ



※ 令和７年１月22日（水）医師偏在是正対策の進め方に関する都道府県説明会・意見交換会資料を元に沖縄県医療政策課作成

【現行の沖縄県医師確保計画】

１ 医師の養成派遣（自治医科大学、琉球大学医
学部地域枠、県立病院専攻医養成等）

２ 研修医の確保・医師向け研修
３ 医師の勤務環境改善（出産・育児・介護等を
行う医師支援、代診派遣等）

４ 地域医療構想に資する医師確保等の推進

１ 自治医科大学への学生派遣、琉球
大学医学部地域枠、県立病院におけ
る専攻医の養成、県内外の医療機関
からの専門医の派遣等

２ 研修医の確保（レジナビ）

１ 北部、宮古、八重山への医師派遣
２ 医師少数スポットとしてへき地診
療所等の指定

２ 医師偏在の是正に向けた総合的なパッケージについて

２



※ 令和７年１月22日（水）医師偏在是正対策の進め方に関する都道府県説明会・意見交換会資料を元に沖縄県医療政策課作成

厚労省の示す候補区域
・宮古医療圏（沖縄県内の
二次医療圏で唯一医師中
程度区域に該当）

令和９年度からの医師確
保計画に向けて、令和８年
度に見直し。

・診療所の承継・開業・
地域定着支援について先
行実施。
・重点支援区域の検討、
先行実施事業の対象につ
いて検討。

３



※ 令和７年１月22日（水）医師偏在是正対策の進め方に関する都道府県説明会・意見交換会資料を元に沖縄県医療政策課作成

４



（参考３）

５

令和７年度繰越予算



６



① 可住地面積当たりの医師数が全国的に上位→中部医療圏73位・南部医療圏39位
② 可住地面積当たりの医師数が全国的に下位→北部医療圏221位・宮古医療圏265位・

八重山医療圏267位
③ 確保が困難なへき地診療所及び公立久米島病院が設置されている地区→医師少数スポット

→以上のことから、北部、宮古、八重山医療圏、および中南部医療圏の医師少数スポットを
重点医師偏在対策支援区域に選定したい。
※当該地域は、医師確保計画においても、重点的に施策を行う地域として設定。

７

３ 重点医師偏在対策支援区域の選定について【協議事項４-１】

【重点医師偏在対策支援区域に係る候補区域】

★は、厚生労働省が示す候補区域
★は、県の候補区域

【医師少数スポット】

二次医療圏 対象地区

中部医療圏 津堅

南部医療圏
久高、渡嘉敷、座間味、阿嘉、粟国、渡名
喜、南大東、北大東、久米島
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